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平成２９年度第３回高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会会議録 

 

高松市附属機関等の設置、運営に関する要綱の規定により、次のとおり会議記録を公表 

します。 

 

会 議 名 平成２９年度第３回高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会 

開 催 日 時 平成３０年１月１８日（木） 午後２時～３時３０分まで 

開 催 場 所 高松市役所 ３階 ３２会議室 

議 題 
(1) 高齢者福祉サービスの見直し及び新しい取組について 

(2) 第７期高松市高齢者保健福祉計画素案について 

公 開 の 区 分  ■ 公開  □ 一部公開  □ 非公開 

上 記 理 由  

出 席 委 員 

山下会長、虫本職務代理、石川委員、上田委員、植松委員、梅村委員、 

兼間委員、喜田委員、木村委員、徳増委員、中村委員、野上委員、 

松原委員、 

欠 席 委 員 早馬委員、藤目委員 

傍 聴 者 １人、報道０社 

担 当 課 及 び 

連 絡 先 

長寿福祉課 

地域包括ケア推進室（８３９－２３４５） 

 

審議経過及び審議結果 

会議を開会し、次の議題について協議し、下記の結果となった。 

次のとおり、会議を開催した。 

 

 

１ 開会 

  健康福祉局長挨拶 

  会議を公開とすることを確認 

 

２ 議題 

(１) 高齢者福祉サービスの見直し及び新しい取組について 

(２) 第７期高松市高齢者保健福祉計画素案について 
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意見及び質疑応答 

  

Ａ委員 <議題(２)について> 

地域包括ケアシステムをいかに構築していくかが重要である。地域包

括ケアはまちづくり、地域づくり、人づくりであることから、素案のプ

ラン編にいかに取り組むかが重要である。細部を見ると、公共交通にし

ても地域づくりにしても、高齢者の施策だけではなく、高松市全体とし

ての施策であるので、記載内容を更に御検討いただきたい。 

また、地域包括支援センターの機能強化については、認知度にこだわ

るよりも、役割を明確にすることが重要である。 

  

事務局 <議題(２)について> 

 御指摘のように、今後、地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域

包括支援センターは重要なポジションになると感じている。機能強化の

方向の１つは介護予防をいかに進めるかである。現時点では、前期高齢

者の人口の方が多いので、こうした方々の介護予防に力を入れていきた

いと考えている。 

  

Ａ委員 <議題(２)について> 

介護予防については、行政が取り組んでも、住民の参加が少ないのが

現状で、広報紙やホームページ等で、行政が一方的に情報発信をしてい

ることが問題である。双方向のコミュニケーションの取り方を考える必

要がある。健康増進の部分についてもいい計画であるが、社会情勢が変

化し、健康格差がある中で、時代のトレンドを捉えた施策を推進してほ

しい。 

  

Ｂ委員 <議題(２)について> 

行政が計画を立てても、地域にどれだけの情報が流れているのか疑問

である。また、高齢者の居場所についても、現在の 240 か所から 300 か

所に増やそうという計画となっているが、実際に居場所の活動に参加す

るのは対象者全体の一割程度であり、活動が行き詰っているという代表

者の声も聴いている。どのように参加者を増やすかが重要である。 

また、「元気を広げる人」養成講座について、現時点では 722 人が講座

を修了し、実際に高齢者と顔を合わせた健康づくり活動に取り組んでい

る中で、居場所づくりと同様に熱心に取り組んでいるものの、対象者が

なかなか来てくれないという現状がある。 

行政は、説明会等で資料をたくさんくれるものの、文章が長すぎて高

齢者は読まないというのが現状なので、もっと簡潔にわかりやすく情報

提供をする必要がある。一人でも多くの方が活動に参加できるような方

法を検討していただきたい。 
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事務局 <議題(２)について> 

居場所の継続については、社会福祉協議会の協力の下、各居場所から

御意見を伺う中で、居場所の代表者の方が、どのように活動を継続して

いくか、どうすれば人に来てもらえるかと頭を悩ませていることも伺っ

ている。今回、新たな取組の中で居場所の活動メニューを増やしたのは、

代表者の負担を減らし、人に来てもらおうということも含めた取組であ

る。せっかく２４０か所の居場所ができているので、それらについて、

いかに質を高めながら継続させていくかが重要であると認識しており、

引き続き、代表者の方からの御意見も伺いながら、できる限り協力して

いきたいと考えている。 

  

Ｃ委員 <議題(２)について> 

医療・介護報酬のダブル改定が予定されている中、介護のセミナーに

参加すると、国は地域包括ケアシステムを本当に構築したいのだと感じ

る。そのキーワードは「地域連携」と「自立支援」で、地域包括支援セ

ンターの役割は非常に大きいと感じている。 

先日、自身の事業所でもボランティアをしてみようということで、家

事援助として、介護保険の対象外のところをやってみた中で、介護保険

にひっかかるような支援もあり、そこを整理したいと思った。自身とし

ては、ケアマネジャーに対し、介護保険が使えるところとインフォーマ

ルなサービスを利用するところをコーディネートや仕分けをしたいと考

えている。 

そうした中で、行政は相談を受けた内容等について、事例検討や内部

での情報共有をしているかという疑問を感じる。相談等からの一つ一つ

のニーズや事例を大切にして対応していくことがこうした計画策定の施

策でも重要である。また、ケアマネジャー等の個々の力量も重要であり、

そういう意味では人材育成の強化も重要である。 

  

Ｄ委員 <議題(２)について> 

認知症サポーター養成人数や、避難行動要支援者名簿の登録希望者の

割合が増えているが、実際、いざというときに近所の誰が手助けをして

くれるのか、市民としてはわかりづらいと感じる。 

制度だけではなく、地域での具体的なサポート内容について、詰めて

いく必要がある。 

  

Ｅ委員 <議題(１)について> 

身近なところでも、外出しても帰宅ができない高齢者や、安否確認が

必要な高齢者の存在がある中で、ICT を活用した高齢者の見守りシステム

の構築は素晴らしいと感じる。移動販売にも賛成である。早く実現して

ほしい。 
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Ｂ委員 <議題(１)について> 

【資料１】の P３、敬老祝金の内容を確認したい。見直し後について、

８８歳が２万円、９９歳が３万円、１００歳が祝品ということだが、  

１０１歳以上の人には何もなくなるということでよいか。 

  

事務局 <議題(１)について> 

そのとおりである。現状は、８８歳に２万円、９９歳以上の方全員に

３万円を支給している。１００歳の方には国や県からの祝品や祝い状の

贈呈があるほか、高松市独自の取組として１００歳の方のうち希望する

方を市長等が訪問し、祝品の贈呈を行っている。また、訪問を希望され

ない方に対しては個別に祝品を贈呈している。今回、平均寿命の延伸や

他の中核市の状況に加えて、祝金支給の性質として毎年続けてお渡しす

るというのが近年の感覚としては異なってきたのではないかという点を

踏まえて、次年度以降の見直しを行うこととした。 

今後、２０２５年問題や２０４０年問題を見据えた時に、どのような

取組が必要か、様々な御意見をいただきながら考える中で、新しく３つ

の取組（うち１つは居場所事業の内容充実）を設けることとしている。 

  

Ａ委員 <議題(２)について> 

認知症サポーター養成講座は、認知症の理解を深めるための講座であ

る。従来のようなフォローアップ講座だけでなく、認知症サポーターと

なった方が地域包括支援センターの職員の補助をするような取組も検討

してはどうか。 

  

Ｆ委員 <議題(２)について> 

介護保険サービスについて、【資料２－１】P１６の、地域密着型を除

く介護老人福祉施設の平成２９年度実績が１，６１２人、平成３２年度

見込が１，７２７人となっており、その差は１１５人である。一方、【資

料２－２】計画素案 P１６６に記載のある整備量について、こちらが実際

の整備量になると思うが、例えば、特養の整備量はここでは８８人とな

っている。 

この差分についてはどのように考えればいいか。 

  

事務局 <議題(２)について> 

【資料２－１】P１６の介護老人福祉施設の実績は、施設の定員数では

なく実際の利用人数を指すものであり、整備量とは考え方が異なる。 

整備量は、現在の定員数から何人増やすかということで８８人として

いる。一方、見込量は、平成２９年度の利用人数が３２年度には施設の

定員いっぱいまで増えるものとして見込んだ結果、地域密着型を含む介

護老人福祉施設の利用者数を１，７８５人としている。 
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Ｆ委員 <議題(２)について> 

【資料２－２】計画素案 P１６６にあるのが実際の整備量で、介護保険

料が約１０％上昇する根拠となる数値であると考えてよいか。 

  

事務局 <議題(２)について> 

 御指摘のとおり、新たに整備する分が８８人である。 

  

Ｆ委員 <議題(１)について> 

既存事業の見直しにより削減される事業費と、新たな３つの新規事業

に係る事業費を伺いたい。 

  

事務局 <議題(１)について>  

現在、予算編成中であるため、あくまで予算要求に基づく金額ではあ

るが、既存事業の見直しについては事業費ベースで約２，８００万円程

度の削減、新規事業に係る事業費については約３，０００万円強の予算

要求となっている。 

  

Ｇ委員 <議題(２)について> 

介護保険のもともとの出発点である「自立支援」という言葉が一番の

キーワードである。自立支援、介護サービスの質の向上、医療・介護の

連携等、非常に分かりやすい言葉ではあるが、現場からすると、それら

を一人一人がどこまで深く考えることができるかが課題ではないかと思

う。医療・介護の連携といっても、連絡をとること、接触すること、議

論すること、意思統一をすること等、様々なものを連携と呼んでいる。

現場で仕事をしていると、そういった連携が十分にできていないと感じ

ることがある。 

  

Ｈ委員 <議題(２)について> 

敬老祝金対象者の８８歳の人数が予想外に少ないと感じた。本当に難

しい問題である。健康意識を持って誰もが取り組めばいいが、人の心を

動かすことは難しい。歯科医師会としても、来年度、居場所への訪問等

を通じて、市民の意識を少しでも良い方向に向けられればと考えている。 

近年、行政と協力し、認知症予防教室や介護予防教室に歯科医師とし

て参加しているが、どこも参加者が多いと感じている。こういった意識

の高い人を増やし、要介護にならないようにしていくことが重要である。

また、要介護状態にある方や介護施設にいる方についても、少しでも良

くなるよう現場の方々が一生懸命やってくださっている。そういったと

ころも十分に汲み上げて様々なことに対応していく必要がある。 

  

Ｉ委員 <議題(２)について> 

感覚として、サービス付高齢者向け住宅や住宅型有料老人ホーム等は
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かなりのスピードで増えてきており、実態として、特養の利用料と近い

金額で入居ができているように思う。そのような中で、入居者は基本的

に訪問介護を利用すると思うが、今後、訪問介護のサービス量の増加に

伴って保険料もかなり上がっていくのではないか。そうしたことを踏ま

えて見込量を設定していただきたいと思う。 

  

Ｊ委員 <議題(２)について> 

社会的入院をしていた人が在宅へ戻るに当たり、地域包括ケアシステ

ムの構築や支援強化についての話があったが、やはり、支援の強化や、

自立支援に関わる人について、質の向上に向けて取り組むべきであると

思う。こういう支援の仕方がよかった、効果があったというような情報

共有が必要だが、誰もが理解できるような具体的なものは見えづらいと

感じている。行政からの報告はあるが、もう少し具体的な動きが見える

ようなものを皆様に周知していただきたい。 

社会的入院をしていた方が在宅へ戻る際の関わり方についても、具体

的にはどのように考えているかを伺いたい。 

  

Ｋ委員 <議題(１)について> 

新しい取組のうち、移動販売参入助成について、事業者の選定に当た

り、一定の資格条件が必要であると思うが、その点はどのように考えて

いるか。 

 

<議題(２)について> 

計画素案の各数値については、国から示された数値や計算式によって

機械的に算定されているようで、これは全国的な対応であるため仕方な

いことではあるが、実践する場において、介護予防や介護サービスの質

の向上に取り組めるようにしていただきたい。 

また、本日の四国新聞の紙面において、政府が「高齢社会対策大綱」

を５年ぶりに改正するという発表があり、本計画にも影響があるものと

思うが、市の方で入手している情報はあるか、具体的に本計画にどのよ

うな影響があるのかを伺いたい。 

  

事務局 <議題(１)について> 

移動販売については、期待の声を多くいただいているが、業者の選定

方法や補助金を出す条件（対応エリアの設定等）を含めた制度設計につ

いては現在検討しているところであり、具体的な見解を示すことはでき

ないが、御発言の趣旨についても十分に踏まえた上で、検討を進めたい

と考えている。 

  

事務局 <議題(２)について> 

高齢社会対策大綱については、市としても新聞で知ったところであり、
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国の通知など、具体的な内容について正式なものはまだ出ていない。 

影響が大きいのは年金の受給年齢が６５歳から７０歳までに引き上げ

られることと、今後も引き上げが続くことである。一般的に、定年は  

６０歳であるが、年金の受給開始年齢までの間に、現在の職場での再雇

用・再任用、又は他の職場への再就職をされる方が増えている。年金受

給年齢の引き上げとなると、それまでの間、収入を確保する必要がある

ことから、国を挙げて、就労促進に努める必要が出てくる。 

このようなことから、これからの高齢者社会への対応において、生活

を破たんさせないための就労支援やセーフティネットの構築が大きなウ

ェイトを占めるものとなるのではないかと考えている。 

また、平均寿命が延びる中で、政府も人生１００年時代に向けた対応

を進めており、健康寿命を延ばしていくことが求められている。本市と

しても、ライフスタイルに応じて、介護が必要にならないための施策を

進めていく必要があると考えている。 

現時点では、第７期計画において、先ほどの新しい３つの事業のよう

に、元気な高齢者をいかに増加させていくか、介護等が必要な方をどの

ように支援していくかという２つの視点を基本としている。 

今後、高齢社会対策大綱がどのようになるかを見極める必要はあるが、

基本的にはこの考え方で進めていけばいいのではと考えている。 

  

Ｌ委員 <議題(１)について> 

居場所づくりの運営が行き詰まっているという話があったが、元気な

方であっても、その日の気分で行きたくない人もいると思う。出てこな

い方のためには、こちらから出向いていくことも必要である。移動販売

や医療系大学生との交流に加えて、例えば幼稚園や保育園、小学校との

連携なども通じて、出たくない人を引っ張り出すような取組も必要では

ないかと思う。 

  

事務局 <議題(１)について> 

まさしく、買物支援の取組については、高齢者の居場所等に出てこな

い方、家に閉じこもっている方をどうにかして家の外に出ていただき、

他者との交流を持っていただくという視点で設けたものの１つである。

移動販売等の事業に限らず、他の方法についても、今後考えていきたい。 

  

Ａ委員 <議題(２)について> 

香川県では、地域包括ケアの実現に向けて「かがわ思いやりネットワ

ーク」を作っている。今のやり方にこだわる必要はなく、各地域が、各

地域に応じた方法で取り組んだ方が、より広まるのではないか。社会情

勢から先取りすることは難しい中で、高松市の取組は良くできているの

ではないかと思う。 

３ 閉会  
 


